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は じ め に

国際契約の準拠法決定にあたり，多くの国の立法例および判例では「当事者
自治の原則」が採用されている。わが国でも，法の適用に関する通則法（以下，

｢通則法」という）第7条において，この原則が採用されている。そして，代理
商契約の準拠法については，明文規定がないことから。メーカー（本人）と代
理商の内部関係につき通則法第7条の「法律行為」に代理商契約を含めるとい
う解釈のもとに，わが国では当事者自治の原則が認められてきた。他方で，当
事者自治の原則は無制限に認められるべきものではないという理解のもとに，
当事者自治の原則の適用範囲が制限されてきた(')。こうした考えを前提とすれ
ば，通則法のもとで代理商契約の準拠法を決定するにあたっても，労働者や消
費者のような経済的弱者に対して実質法上の保護(2)を与える必要性が考慮され
るのと同様 代理商(3)がメーカーに対して経済的に従属する場合を考慮する余
地があると思われる。例えば，自国のみで事業展開している小規模の代理商と
世界的にネットワークを有するメーカー企業との代理商契約において，事前に
十分な予告なく一方的に契約関係が解除され，自己で予防措置をなし得ないよ
うなある一定の要件を満たした代理商が契約終了の結果損害を被る場合などが
挙げられる(4)。このように，当事者間に強弱関係が生じる場合には，弱者保護
の必要性が問われよう。もっとも，通則法のもとでは，当事者自治の原則の適
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用に関連して，労働者や消費者に対する特別な保護規定が設けられているが，
代理商についてそうした規定は置かれていない。その理由は，代理商の保護を
必要とするような事案がわが国の実務上あまりみられなかったという点に求め
られるのかもしれない。

それでは，代理商契約についても，通則法第7条により原則として当事者自
治の原則を維持した上で，消費者契約や労働契約(5)と同様の効果を意図し，解
釈論として当事者自治の原則の適用を制限すべきか。わが国では，代理商と
メーカー間の代理権授与契約については当事者自治の原則の適用のみで足りる
ものと考えられてきたためか，通則法の制定に際しても，法制審議会において
この点についてはほとんど審議されることはなく，代理に関する規定の制定も
見送られた(6)。なお，実質法上では(7)，民法上明文の規定はないが(8)，委任契
約として契約終了に伴う損害賠償請求が認められており，国内事例においても
積極的に代理商を保護する傾向が見受けられる(9), (10)。また，商法上もEU諸
国の代理商保護法を参考に代理商に関する法の整備が考盧されているが(ll) ,
今回の改正(12)では見送られた。さらに近年，諸外国の企業と代理商契約を締
結するわが国の企業が年々増加傾向にある(13) oこのような状況に鑑みれば，
抵触法上においても，代理商(14)の保護を意図し，この問題について検討する
必要性は十分にあると思われる。

小稿では，この問題について盛んに議論が行われているEUの状況について，
立法および司法判断の動向を概観する。なお，紙幅の都合上，司法判断の動向
を中心に,EUの裁判例を紹介し，最後にわが国への試論を提示したい。

1 . EUにおける立法の動向

EU加盟諸国をはじめ多くの諸外国では代理商を保護する特別規定が制定さ
れており，実質法上，代理商を保護しようとする傾向にある(15), (16)｡ EUでは，
代理商とその本人（メーカー）との関係に関わる加盟諸国法問の調和と代理商
の保護を目標として，固有の事業を営む代理商に関する86年指令（以下，86

年指令と略記)(17)が発効されている。同指令は,EUにおいて固有の事業を営む
代理商を保護するための統一法である。なお．同指令による保護の対象となる
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べき代理商とは「固有の事業を営む仲介者を意味し，他者（以降「本人」とい
う）の代理で，商品の売買交渉を行い，または，本人の代理およびその名でか
かる取引の交渉および決定を行う権限を継続して有する者」（同第1条第2項）
をいう○同指令は，かかる代理商の定義をはじめ、詳細な規定を整備している。
特に，契約終了後の代理商に対する損害賠償及び補償について定める同第17
条(18)及び18条(19) ,並びに，代理商契約終了前に代理商に損害を与える行為の
禁止を定める同19条は，「契約終了後の代理商保護」という目的を達成するた
めに強行的な性質が付与された強行規定とみなされ，注目されるべき点である。
EU加盟諸国においては，同指令が国内法化され，代理商の保護の実現が図ら
れている。後述するように，同指令が国内法化された代理商保護規定を有する
加盟諸国法は絶対的強行法規であるとの見解がEUにおいて今日有力とされて
いる。

抵触法上では, 1992年に1 978年代理の準拠法に関するハーグ条約(20)が発効
された。この条約は，家族法上の代理など一部の例外を除き，ほぼ全ての国際

的な性質を有する代理関係に適用される（同第1条)。したがって，代理商契
約についても同条約に包含される。この条約に従えば，各国の代理商保護法
の適用いかんに関わる代理商契約の準拠法については，同第5条(21)により当
事者自治の原則が維持されながら，同第16条(22)によりこの原則の適用に対す
る制限も認められることから，抵触法上の代理商の保護が明らかとなる。同第
16条は，いわゆる「直接適用規定」として強行法規の適用を認めている。同
条は，法廷地の強行法規であるか外国の強行法規であるかを問わない。すなわ
ち，代理商保護に関する実質法は，常に当事者が選択した代理商を保護しない
準拠法に優先して，強行法規として適用されることとなる(23),(24)。かつては
ハーグ条約の採択に伴い，わが国においても各国における代理の準拠法及び代
理商契約に関する法律について多数の紹介がなされたが，わが国におけるこの
問題に係わる具体的な議論に及ぶことはなかったようである。
なお，ハーグ条約を批准していないEU加盟諸国については，契約債務の準

拠法に関する1 980年のローマ条約（以下。「ローマ条約」と略記) (25)又はローマ
I規則(26)が適用されることとなる。これらの条約においてもハーグ条約同様，
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当事者自治の原則を認める一方で（ローマ条約第3条1項(27)，ローマI規則第3
条1項(28))，その原則への適用に対する制限をも認めている（ローマ条約第7
条(29)，ローマI規則第9条(30))。これら条約は，締約国のみならず（日本やアメ
リカ合衆国などの）第三国に対しても適用される。従って，86年指令が国内法

化された加盟国の代理商保護法が絶対的強行法規とみなされるならば，当事者

により代理商を保護しない第三国法が準拠法として選択されていても，これら

条約に従い，加盟国法が優先して適用されることとなる。

以上が、EUにおける代理商契約に関する実質法及び抵触法に関する立法の

動向の概観である。

2 . EUにおける司法の動向

次に , EUにおける司法判断の動向について、代理商契約の準拠法につき当

事者自治の原則の適用に対する制限の認否について判断された主要なEU裁判

所の裁判例として，ここではEC裁判所2000年11月9日Ingmar事件判決(31) ,
EU裁判所2013年10月17日Unamar事件判決(32)そしてEU司法裁判所2017

年2月16日Agro事件判決(33)の3つを挙げたい。

(1)  EC裁判所2000年11月9日Ingmar事件判決
(a )本件判決は，代理商契約の準拠法につき当事者自治の原則の適用が制限

される旨最初に明言したものであり，その後の判例にも影響を与えているリー

ディング・ケースである(34)。
原告イングマール社（以下,X社）は，連合王国で設立された代理商であり，

被告イートン社（以下,Y社）は，アメリカ合衆国カリフォルニア州で設立さ

れた金属製のチューブ管及びそれに伴う製造機器の製造 販売及び技術提供を

行うメーカー企業である。両社は, 1989年にX社をY社の代理商とする契約

を締結し，カリフォルニア州法を準拠法とする明示の合意がなされていた。

1 996年 ,Y社によりこの代理商契約は終了した。これに伴い、X社はY社を

相手どり連合王国において給付訴訟を提起し , Y社との契約関係終了の結果

被った損害に対する賠償金の支払を請求した。当該請求は，連合王国の代理商
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規則第17条(35)に基づいたものであり，同規則は86年指令第17条が国内法化
されたものである。なお，カリフォルニア州法によれば,同請求は認められない。

本件の中心的論点は，当該代理商契約について当事者自治の原則に基づき準

拠法とされたカリフォルニア州法の適用に代えて，契約終了後の代理商に対す

る損害賠償及び補償について規定する86年指令第17条及び18条を国内法化

した連合王国の代理商規則第17条及び18条が強行規定として優先的に適用さ

れるか否かであった。イングランド及びウェールズ高等法院女王座部( t h e

High Court of Justice of England and Wales, Queen's Bench Division)によれば，当事者
自治の原則により当事者の合意したカリフォルニア州法が準拠法として適用さ

れることから(36) , X社の請求は認められない(37)。そこで，イングランド及び
ウェールズ控訴院（民事部) (the Court of Appeal of England and1Kbles  (Civil Divi-
s ion ) )は，同規則の根底にある86年指令の適用の可否に関する要件をどのよ

うに解釈すべきかについての先行判決をEC裁判所に求めた。EC裁判所の判

決によれば，第一に，代理商がEC加盟国において固有の事業を営むとき,86

年指令の規定が適用されなければならない。第二に，たとえメーカーが第三国

において設立され，かつ当該契約準拠法がその第三国法であっても同指令が適

用される(38)。すなわち，同裁判所は，この問いに対して肯定説を採った(39)。
同裁判所は，86年指令を絶対的強行法規とみなすことにより，同指令採用の

理由である「代理商の保護」及び「商取引の安全」が達成されると判断するも

のであった。このように，本件判決では，86年指令の空間的適用範囲（共同体

内）如何に関係なく，共同体における全ての代理商は保護されなければならな
いという政策的判断が採用された。

以上が,EC裁判所によるI ngmar事件判決の概要である。
(b)なお，本件判決のわずか2週間後Ingmar事件と同様の事件であるにも

拘わらず，フランス破設院2000年11月28日判決「Allium事件｣(40)ではIng-
mar事件に言及されることなく否定説が採られた(41) o
原告Al l ium  (以下,Xと略記）は，フランスで設立された代理商であり，被

告Alfin incorporated  (以下,Ylと略記）は，アメリカ合衆国ニューヨーク州で設
立された香水の生産及び販売を行うメーカー企業である。両社は、1 989年7
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月14日及び21日にXをYlの代理商とする契約を締結し，国際的認可を受け
て商品化した香水のヨーロッパ及びイスラエルにおける独占販売がXに委託

された。本件契約では，ニューヨーク州法を準拠法とする明示の合意がなされ

ていた。1 993年7月17日、香水の国際的認可はYlと提携するアメリカ合衆
国法人Inter Parfi'ms (以下,Y2と略記）に讓渡された。その後Y2による6ケ
月の契約解除予告に伴いXとの代理商契約は1 994年7月31日付けで解除さ

れた。これに伴い,Xは,YlおよびY2を相手どり, 1997年9月12日，当該
契約の解除に伴う補償金の支払を求めてパリ控訴院(Cour d'appel de Paris)に提
訴した。当該請求は，フランスの代理商に関する1991年の法律第12条(42)に
基づいたものであり(43)，同法律は86年指令第17条が国内法化されたもので
ある。なお，ニューヨーク州法によれば，同請求は認められない。

本件代理商契約について、当事者自治の原則に基づき準拠法とされたニュー

ヨーク州法の適用に代えて，86年指令第17条が国内法化された同法律第12

条が強行法規として優先的に適用されるかにつき，フランス破段院は，「同法

律第12条は国内公序の保護法であって，当事者自治に優先して適用されなけ

ればならない国際公序における強行法規ではない」と判断し，否定説を採った。

(c)本件破段院判決に対しては，レナール(J.Raynard) (44)及びベルナード
(LBernardeau) (45)により異なる見解が示されていた。

レナールによれば，同法律の適用に伴う代理商保護という利益は，フランス

の政治的・社会的又は経済的組織を保護するために必要とされていないことか

ら，同法律の強行法規性が否定されるものであり，本件判決に対して肯定する

見解を示している。他方，ベルナードによれば，強行法規性の有無の決定には，

同法律に関する保護の合目的性が重要とし，同法律に代理商を保護するための

合目的性が認められるならば，同法律は強行法規性を有するものとみなされる。

すなわち，本件判決に対して否定する見解が示された。ただし，共同体からみ

た同法律の出自（86年指令）が考慮されるならば，共同体法を優位にさせるこ

とにより，同法律は強行法規として適用されなければならないとして，両者は

一致する見解を示した。つまり, Ingmar事件判決におけるEC裁判所の考え
に包含されるものといえよう。
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なお，フランスでは，国際私法の法典が存在せず，代理商契約の準拠法につ

いては，ローマ条約およびハーグ条約によるところである。従って，86年指

令第17条が国内法化された契約終了後の代理商を保護する同法律第12条が強

行法規として適用されるかについては，フランスが特にハーグ条約を批准する

以上，同条約第16条に従い決定されるべきであろう。しかし，本判決では

ハーグ条約について触れられず，同条約の適用が考慮されなかったようである。

(d)他方で, Ingmar事件判決に対しては，フェルハーヘン(VErhagen )により
批判的な見解も示されている(46) o

I ngmar事件に関する最たる批判は，極めて安易に法務官及びEC裁判所に
よって86年指令の規定に優位性があるとみなされたことであった。

フェルハーヘンによれば，当事者自治原則の適用に対する制限は ,EU法に

より保護されたEUの基本的利益（設立の自由及び公正な競争の行使など）がEU

独自の規定を適用しないことによってただちにかつ重大な損失を受ける場合に

おいてのみ，行使されるべきであると述べられている。

さらに，フェルハーヘンは，「法務官が言及するように，代理商に対して経

済的に優位的な立場にあるあらゆる本人が利益を得るためにEU非加盟国（第

三国）の法を適用する旨の条項を契約に取り入れるといったことが実際のとこ

ろ常に起こっていると証明されているわけではない」と指摘され，「メーカー

が実際に自己の交渉力を濫用している場合（例えば，代理商から全ての保護を奪

うような独占的な意図で代理商と全く関係のない法を押し付けているような場合)」

には，「救済するための十分な手段が用いられるべき」であるとする代理商保

護の適用基準を提示された(47)。すなわち，「86年指令が国内法化された規則は、
それらの規則が適用されなければEUの利益が危険にさらされるといったよう

な状態において，重要なEUの利益を保護する場合にのみ直接適用規定として

適用されなければならない」として,  Ingmar事件判決に対して批判的な見解
が示されていた 0

(2)  EU裁判所2013年10月17日Unamar事件判決

(a)次に挙げるUnamar事件判決は,  Ingmar事件判決に従い代理商の保護を
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前提としたうえで,EU加盟諸国間における代理商契約の準拠法について判断
されたものである(48) o

原告Unamar社(United Antwerp Maritime Agencies NV以下X社と略記）は，ベル

ギー王国で設立され事業を営む代理商であり，被告Navigation Maritime Bulgare
社（以下,Y社と略記）は，ブルガリア共和国で設立された企業である。両社
は, 2005年にX社をY社のコンテナ貨物運送サービス事業に係わる代理商と

する契約を締結した。本契約には，ブルガリア法(49)を準拠法とし，かつあら
ゆる紛争はブルガリアのソフィア市にある商工法廷の仲裁法廷(la chambre d'ar-

bitrage instituee aupr6s de la chambre de commerce et d'industrie de So6a (Bulgarie) )によ
り解決する明示の合意があった。

その後Y社によりXとの代理商契約は2009年3月31日を以て終了される
こととなった。これに伴い,X社はY社を相手取り, 2009年2月25日付けで

ベルギーのアントワープ商事裁判所(le rechtbank van koophandel van Antwerpen
(tribunal de commerce d'Anvers) )に給付訴訟を提起し,Y社との契約関係終了の
結果被った損害に対する賠償金の支払をベルギー法に基づいて請求した。第一

は，告知期間が知らされていた場合の報酬に相当する賠償金，第二は，契約終
了後のX社が開拓したか又は既存の顧客との取引からY社が引き続き相当な

利益を得ることに対する補償金，及び第三は，従業員の解雇に伴う給与補償の

請求であった。第一は，ベルギー王国の代理商契約に関する1 995年4月13日

の法律（以下，「同法律」と略記)  (50)第18条3項(51) ,第二は，同法律第20条1
項(52)，そして第三は，同法律第21条(53)にそれぞれ基づいたものであった。こ
れらの規定は86年指令第17条が国内法化されたものである。

なお，両国はともにEU加盟国であり，いずれも86年指令が国内法化され

た代理商保護法を有するが，両国法問では代理商の保護の程度に大きな差異が

みられる(54) o
本件の中心的論点は、86年指令第17条に定められた最低限の保護よりもよ

り大きな保護を代理商に与える法廷地（ベルギー）の同法律第18条3項，同
第20条1項及び同第21条は , 86年指令第17条に基づいた最低限の保護を代

理商に付与する当事者により選択されたブルガリア商法に優先して適用される
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か否かであった(55)。
ベルギー・アントワープ商事裁判所によれば、同法律第27条(56)は直接適用

できる強行法規(lois de police)であり，外国法の適用を回避できる一方的独立
抵触規定である｡従って，同法律は本件に適用される。次に，アントワープ控

訴院(le hof van behoep te Antwerpen)によれば，①同法律には公序の役割がなく
ローマ条約第7条の解釈におけるベルギーの国際公序でもないこと，②ローマ
条約第3条における当事者自治の原則が適用されなければならないことから，

本件ではブルガリア商法が適用されなければならない。そこで，ベルギー破穀
院(le Hof van Cassatie)の見解によれば，同法律第18条，同第20条及び同第

21条は絶対的強行規定( une disposition imp6rative)とみなされることから，強行
法規を規定するローマ条約の解釈(57)をめぐり先行判決をEU裁判所に付託し
た。

(b) EU裁判所は，ローマ条約第3条の当事者自治の原則及び同第7条2項
の法廷地の絶対的強行規定の解釈に基づいて，以下2つの基準を示し，本件へ

の同法律の適用を肯定した。

第1に，独立して事業を営む代理商の身分を規律する法廷地法が強行的な性
質を有するとき，当事者により選択された86年指令に規定する最低限の保護
要件を満たしたEU加盟国の法が回避される。第2に，第一の基準は,86年
指令の国内法化において，同指令により定められた保護よりもより大きな保護

を代理商に与えることが，法廷地加盟国の法秩序において，法廷地加盟国の議
会が重要であると判断する詳細な評価に基づいて，付託裁判所が明らかにする
場合に適用される。

本件判決では，このように代理商契約における法廷地強行法規の適用可否の

決定基準が示された。なお，ローマ条約第7条第2項によれば，法廷地の絶対

的強行法規については特定の条件が明確に規定されていないことから，幅広い

解釈がもたらされる可能性があるが，今日においてはローマ I規則第9条第1

項により絶対的強行法規の定義が明確にされており，さらに同条第2項によれ

ば，法廷地における強行法規の適用は制限されない。同規則に従えば，かかる

決定基準はより明確となる。すなわち，第1に，加盟諸国において独立して事
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業を営む代理商を保護することが加盟国における経済的組織の保護に極めて重
要とみなされる場合，代理商を保護する規定は絶対的強行規定として適用され
なければならない。第2に，それは，たとえ当事者により同様の強行法規性を
有する別の加盟国法が選択されていたとしても，法廷地における強行法規の適
用は妨げられない(58) oなお，本規則は除斥期間を理由として本件には適用さ
れないことから，ローマ条約によることとなる。

本件判決では，いずれもEU加盟国において86年指令が国内法化された強
行法規を有するものであったが，保護の程度に着目することで，法廷地法が同
指令に基づいた保護を定める選択準拠法よりもより大きな保護を代理商に与え
るときは法廷地の強行法規が適用され，当事者により選択された強行法規は回

避されるに至った。すなわち，保護の程度により，法廷地の強行法規が適用さ
れ当事者により選択された強行法規が回避される，或いは，当事者自治の原則
が適用され法廷地の強行法規が回避されるという，強行法規を相対的に適用す
る判断がなされたといえないだろうか(59)。
以上が,EU裁判所によるUnamar事件判決の概要である。

(3)  EU司法裁判所2017年2月16日Agro事件判決
(a) 3つ目のAgro事件判決は,EU非加盟国の代理商とEU加盟国のメー

カー企業との代理商契約の準拠法について判断された事例である。
原告Agro社（以下,X社）は，トルコのアンカラに設立された農業製品部門

の輸入及び販売に従事する代理商であり，被告Petes ime社（以下,Y社）は家

禽市場に向けての開発 製造及び孵化場や付属品の供給に携わる，ベルギーの
オルセンに設立されたメーカーである｡ 1 9 9 2年7月1日付 , Y社はX社の前

任者と代理商契約を締結したが、後に1 996年8月1日付で署名された契約に
おいて,X社自身によって取って代えられた。当該契約によれば,Y社はX社
に代理商としてトルコにおけるかかる商品の排他的な販売権を委任するもので

あり(60)，ベルギー法を準拠法としかつベルギーのヘント(Ghent, Belgium)にあ
る裁判所のみが紛争における管轄権を有する旨明示の合意がなされていた。

2013年3月26日付書簡によれば,Y社は2013年6月30日以降に代理商契
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約を終了する旨X社に通知した。2014年3月5日,X社はベルギーのヘント
にある商工法廷(the rechtbank van Koophandel te Gent (Commercial Court, Ghent, Bel-

gium) )に提訴し,Y社に対し,86年指令第17条が国内法化されたベルギーの
同法律第18条3項 同20条1項及び同21条（前掲( 2 ) Unamar事件参照）に基
づいた契約終了に伴う損害賠償及び営業権補償の支払い，未払い分の支払い並
びに残りの在庫の商品回収を行うよう求めた。x社の主張によれば，当該代理

商契約上ベルギー法を準拠法として明示的に選択している以上，かかる規定は
本件に適用されなければならない。他方,Y社の主張によれば，同法律はベル
ギーで事業を行う代理商の範囲にのみ適用され。かかる状況における事件には
適用されず，ベルギーの一般法のみが適用される。

これらの主張に対して，ベルギー商事裁判所(61)の見解によれば，「本件にお
ける準拠法の選択は，主にベルギーで設立された代理商にのみ適用が認められ
る同法律の適用を意味するものではない。同法律第27条は，ベルギー法上の
解釈として，自主規制(selflimiting)であることから，当事者が準拠法として
指定していたのはベルギーの一般法であったかどうかに関係なく，代理商が主
にベルギーで設立された者ではない場合，同法の強行的な性質は失われる｡｣。

そこで，ベルギー商事裁判所は，同法律の適用可否に関する解釈についての先
行判決をEU裁判所に求めた。

本件判決の中心的論点は，「(86年指令・アンカラ協定に従い）86年指令が国
内法化されたベルギー法（｢同法律｣）は，主に事業を営む場所がベルギーであ
る代理商にのみ適用が認められ，たとえ，ベルギーで設立された本人とトルコ
で設立された代理商が明示にベルギー法を準拠法として選択する場合であって
も適用が認められないか？」であった。

(b) EU裁判所は，第一に,86年指令及びトルコのEU加盟に向けたアンカ
ラ協定が，同指令が国内法化されている代理商を保護する加盟国法を排除する
ものではないこと，第二に，トルコで設立され主な事業を営む代理商とベル
ギーで設立されたメーカーとの代理商契約の場合，たとえ当事者によりベル
ギー法が準拠法として選択されていても，同法律の適用範囲からは除外される
旨判示し，本件への同法律の適用を否定した(62)。
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同裁判所は，86年指令の適用可否につき，イングマール事件判決に従い判
断したものであった(63) o本件のように’代理商がEU域外で事業を営む場合，
本人が加盟国に設立しているという事実は，同指令の規定を適用する目的とし
てEUと十分に密接な関係があるとはいえないことから,EU域内で設立され

かつ事業を営む代理商と同様に保護する必要はないとの考えに基づき，非加盟
国で事業を営む代理商は同指令の適用範囲にあるが，必ずしも同指令により保
護されるものではないと判断した(64)。

また，アンカラ協定については，先例により(65)，加盟国内においてのみ権
利を享受することが保証されていることから，関係加盟国においてサービスを
提供していないトルコで設立された代理商にはかかる規定の人的適用範囲内に
ないと判断した(66) o

以上が,EU裁判所によるAgro事件判決の概要である。

(4)  Ingmar事件判決後のその他裁判例

以上がEUにおける司法判断の動向であるが,  Ingmar事件判決後においては
代理商契約の準拠法に関する他。仲裁合意や專属的管轄合意の認否について判
断された裁判例もみられる。その事例として，オーストリアで設立され事業を
営む代理商とアメリカ合衆国ニューヨーク州で設立されたメーカー本人との代
理商契約につき，代理商保護法を規定するオーストリア法を絶対的強行規定と
認める観点から，当事者が選択したアメリカ合衆国ニューヨーク州法を準拠法
とした仲裁合意を認めなかった2017年3月1日オーストリア最高裁判所判
決(67)，及び，ドイツで設立され事業を営む代理商とアメリカ合衆国ヴアージ
ニア州で設立されたメーカー本人との代理商契約につき，ヴァージニア州の専
属的管轄合意が否定された2012年9月5日ドイツ連邦通常裁判所判決(68)なとﾞ
がある。代理商を保護しない第三国の仲裁合意或は専属的管轄合意を認めるこ

とは，いずれも,EU法の保護規定の適用を潜脱しようとする行為であり，こ
れら判決は少なからずIngmar事件判決の影響を受け踏襲する形で判断された
ものといえよう。

なお，これら仲裁合意及び專属的管轄合意については今後も引き続き検討を
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要するものであり，別稿に委ねたい。

3 ． 考 察

（1）強行法規の優先的適用範囲

(a)先述した3つのEU裁判所判決を整理すると次の通りである。

まず, Ingmar事件判決では,EC加盟国において固有の事業を営む代理商と
非加盟国で設立されたメーカーとの代理商契約について，当事者自治原則に基
づき準拠法とされた代理商を保護しない非加盟国法の適用に代えて，86年指
令を国内法化した代理商を保護する加盟国法が絶対的強行法規として優先的に
適用された。次に,  Unamar事件判決では，いずれも同指令が国内法化された
代理商保護法を有する純粋なEU域内の同様の事件について，より大きな保護
を代理商に付与する法廷地加盟国法が絶対的強行法規として適用され，当事者
により選択された加盟国の強行法規は回避される旨判断された。最後に,  Agro
事件判決では,EU非加盟国で設立され固有の事業を営む代理商とEU加盟国
で設立されたメーカーとの代理商契約について，たとえ当事者が明示に加盟国
法を準拠法として選択した場合であっても、同加盟国の代理商保護法は適用さ
れない旨判断された。

このようにして，代理商保護規定が絶対的強行法規として適用される優先的
適用範囲が明確に示された。

(b)なお，これらEU裁判所の判断に基づけば，絶対的強行法規の適用可能
性は以下のようにまとめることができよう。

まず,  Ingmar事件判決に基づけば，代理商の本拠が自国法廷地の加盟国に
ある場合，たとえメーカーが他国の非加盟国で設立されていても，当事者によ
り選択された代理商を保護しない他国の準拠法に優先して自国の代理商保護法
が絶対的強行法規として適用される。また，代理商が複数のEU域内外諸国で
事業を営む場合については，自国法廷地又はその他事業を営んでいるいずれか
の加盟諸国の代理商保護法が絶対的強行法規として適用されることも考え得る〈
第二に,  Unamar事件判決に基づけば，自国法廷地の代理商及び他国のメー

カーの本拠がいずれも加盟国にあり，86年指令が国内法化された代理商を保
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護する強行法規を有する場合には代理商保護の程度に着目し，他国加盟国法が
当事者により準拠法として選択されていても，自国法廷地加盟国法が他国加盟
国法よりもより大きな保護を代理商に付与するときは，ローマ条約第7条2項
に従い法廷地の強行法規が適用され，当事者により選択された他国加盟国の強
行法規の適用は回避される。従って，もし双方の保護の程度にさほど差異がみ
られなければ，ローマ条約第3条の当事者自治原則に従い当事者により選択さ
れた他国加盟国の強行法規が適用され，自国法廷地の強行法規の適用は回避さ
れることになる。つまるところ，絶対的強行法規は，絶対的に適用されるもの
ではなく，代理商保護を質的（保護の内容及び範囲等）●量的（補償・損害賠償の
額等）に考慮することで’その程度により状況に応じて適用されたりされな
かったりと変化する。すなわち、絶対的強行法規が適用されない場合もあり得
るという留保付き条件が付されたのである。このように，一般的な概念として’
絶対的に適用されるはずの強行法規がUnamar事件判決により保護の程度と強
行法規性をリンクさせて評価することで相対的に適用されることが考盧された
ようであるOつまり，仮説ではあるが「絶対的強行法規の相対的適用」が採用
されたといえるのではないだろうか(69) o

第三に, Agro事件判決によれば，代理商が他国の非加盟国で設立され固有
の事業を営む場合，たとえメーカーが自国法廷地加盟国で設立されていても，
当事者により選択された自国法廷地の代理商保護法は強行法規として適用され
ない。ただし，代理商が複数のEU域内外諸国で事業を営む場合については，
自国法廷地又は事業を営んでいる他の加盟諸国の代理商保護法が強行法規とし
て適用される可能性があり得よう。

最後に，これらEU裁判所の判旨から推論すれば，代理商及びメーカーの本
拠がいずれも非加盟国にある場合，加盟国の代理商保護法が強行法規として適
用される余地はないであろう。

（2）保護の内容

わが国には抵触法上強行法規に関する明文規定はないが，解釈論として強行
法規の特別連結理論が採用されている。一般的に，かかる理論の要件・効果は
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論じられているが，代理商との関係でこれを採用するとすれば，より具体的に
は，どのような効果及び要件が構成されるべきか。まずは効果について，問題
となる点である。

交渉力の濫用によりメーカーにとって有利な法（すなわち，代理商を保護しな
い法）が準拠法として選択されている場合，当事者自治の原則の適用が制限さ
れ，代理商保護法が強行法規として適用される旨考慮されるべきであろう。た
だし，いずれの国も代理商保護法を有するときは,  Unamar事件判決に倣い，
明らかに保護の程度が異なる場合であって，かつ，より大きな保護を代理商に
与えることが法廷地の法秩序において重要と判断される場合にのみ当事者自治
の原則の適用が制限されるべきであろう。なお，代理商契約における専属的管
轄合意に関する事例であるが，絶対的強行法規であるわが国の独禁法が，外国
法との適用結果の比較において著しく相違するものではないとして適用されず
外国の専属的管轄合意を無効としなかった東京地裁平成28年10月6日判決
は(70),  Unamar事件判決と同様の法律構成をとり判断されたように見受けられ
る。すなわち，絶対的強行法規を相対的に適用したものと思われる。
わが国の通則法には強行法規に関する明文規定がないものの，強行法規の定

義については，おおよそローマ’規則第9条’項に準ずるものとして考盧され
ているものと思われる。なお，代理商保護という私的利益を公的利益として考
盧し得るかについては，検討の余地が残されるが，少なくとも,EU裁判所に
よれば，代理商保護という利益を公的利益として受け入れている事実があ
う(71）
包 ○

（3）保護されるべき代理商を限定すべきか？

それならば，要件についてはどうか。特に問題となり得るのは，保護される
べき代理商を限定すべきか否かである。

まず，実質法における代理商のカテゴリについて確認しておかなければなら
ない。本来，代理商( agency)は販売業者(distributor)と事業形態を異にし区別
されるものであるが，いずれもメーカーに従属した継続的取引関係の性質を有
し，実質的には両者が殆ど区別されることなく，おおよそ販売業者も代理商と
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して法的地位が考盧されているようである(72)。なお,EUにおいても,86年
指令に従えば保護されるべき代理商は限定され販売業者は対象にならないもの
の，判例法上はさほど区別されることなく販売業者の保護が図られている場合
もあり(73)，多数の加盟諸国において販売業者も代理商として類推的に解釈さ
れているようである(74)。

次に，抵触法上，先のEU裁判所の判断に従えば，加盟国に本拠を持つ自国
の代理商であれば全て保護の対象となり得る。すなわち，86年指令にみるEU
法上の代理商保護という自国法廷地における法的安定性の観点から加盟諸国の
代理商保護法が強行法規として適用されるものである。

しかし，加盟諸国の代理商であれば一方的に保護されるという状況にはやは
り懸念が生じ，保護の対象となるべき代理商の人的適用範囲が考慮されるべき
と思われる。たとえば，「独立して自営業を営む代理商であって，かつ、メー
カーに対して経済的に従属している者（これには，販売代理店や委託運送業者な
と､も含まれる)」がその対象となり得ることが考えられる。なお，国内外で大規
模に事業展開している代理商については，メーカーとの間に対等な関係が成立
し得ることから，契約条件についても交渉の余地があるものと思われ，保護の
対象から除外されよう。また，対象となる代理商であっても，メーカーに対し
て著しい損害を与えるような債務不履行や不法行為及び信義則違反などを行う
場合は対象外となり，不法行為の準拠法に基づいて判断されるべきであろう。
もちろん，保護されるべき代理商であるか否かについては，適用される準拠

実質法に従い判断が委ねられるものであり，抵触法の次元では考慮する必要性
はないかもしれない。しかし，立法論上，強行法規の特別連結又は相対的適用
を採用する上で経済的従属性を考慮することも考えられよう。

（4）わが国への示唆

以上より，わが国における代理商契約における強行法規の適用については解
釈論上次のようにまとめることができるのではないだろうか。

強行規定の特別連結によれば，第一に，当該規定自身が適用を欲するとき，
すなわち，交渉力の濫用によりメーカーにとって有利な法（すなわち，代理商
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を保護しない法）が準拠法として選択されている場合であり，また，代理商が
自国のみで小規模に独立して事業を営み，かつ，メーカーに対して経済的に従
属していることから保護を要する場合，第二に，当該規定と法律行為との間に
密接な関係があるとき，すなわち、代理商又はメーカーが当該国で設立された
か又は事業を営む場合，第三に，当該規定の適用が法廷地の公序に反しないと
き，という，これら3つの要件が肯定されるならば，代理商契約についても特
別連結理論が採用されよう。さらに，いずれの国も代理商を保護する強行規定
を有するときは，明らかに保護の程度が異なる場合であって，かつ，より大き
な保護を代理商に与えることが法廷地の法秩序において重要と判断される場合
という2つの要件を満たせば，相対的適用が採用されることになろう。例えば
将来的にわが国における民商法が改正されるならば，いずれも代理商を保護す

る強行規定を有する場合，日本で設立され事業を営む代理商X社とA国で設
立されたメーカーY社との紛争について,  Unamar事件判決に倣えば，日本の

代理商保護法が当事者により選択されたA国の強行規定よりもより大きな保護
を付与する強行性の高い強行規定であって，かつ，より大きな保護を代理商に
与えることが法廷地の法秩序において重要と判断される場合，法廷地の絶対的
強行法規が採用され当事者により選択されたA国の強行法規が回避されること
となる〔絶対的強行法規の相対的適用〕。
とはいえ，そもそもこのような保護を行うべきか否かからして論じられるわ

が国においては，やはり解釈論によるのでは，法的安定性という観点から，問
題も残るところである。

従って，以上の状況を踏まえれば，代理商契約については立法による解決が
やはり望ましいのではないかと思われる。

小槁では，代理商契約における絶対的強行法規の適用について，盛んに議論
が行われているEUの立法および司法判断の動向を概観し，わが国への試論を
含め検討を試みた。

EU裁判所の主要な裁判例を概観すると,  Ingmar事件判決以降，一貫して，

お わ り に
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86年指令が国内法化された加盟諸国の代理商保護法が絶対的強行法規として
優先的適用され，加盟国で設立され自営業を営む代理商は保護されてきた。さ

らに,  Unamar事件判決では，代理商保護の程度によって絶対的強行法規が相
対的に適用される（絶対的強行法規の相対的適用）という，絶対的に適用されな

ければならない強行法規の本来的意義を根本的に揺るがすような画期的な判断
が下されたといえよう。

なお，わが国にはローマI規則のような絶対的強行法規の明文規定はないが，
解釈論としてWenglerにより提唱された強行法規の特別連結理論(75)が採用され
ている(76) oこの所論に基づき3つの要件が肯定されるならば，代理商契約に
ついてもこの理論が採用され得るといえよう。さらに，近年では私法の公法化
が進んでおり，紛争国間においていずれも強行法規を有する場合もある。従っ
て，代理商契約については双方の代理商保護の程度に着目して強行法規を相対
的適用する方法も考盧されよう。このように，代理商契約における強行法規の
適用については，特別連結と相対的適用が状況に応じて採用されるという構成
が導かれよう。

ただし，代理商保護が考盧されないわが国においては，やはり解釈論による
のでは，代理商保護という法的安定性の観点から問題も残るところである。
従って，以上の状況を踏まえれば，立法による解決がやはり望ましいのではな
いかと思われる。なお，かかる立法においては，実質法上の代理商に関する今
後の立法の動向にも着目しつつ，その他問題となり得る仲裁合意及び専属的管
轄合意についても考慮したうえで今後検討されるべきであろう。

(1)近時の国際私法立法においては‘当事者自治の原則に対する制限論として，強
行法規の特別連結理論を採用する傾向にあり，わが国でも，桑田三郎先生が最初
に紹介され（桑田三郎「国際私法における強行的債務法の連結問題」（法学新報
59巻11号．1 952年)50頁以下参照),解釈論としてこの理論を支持する見解が有
力である。これらの詳細については，折茂豊「当事者自治の原則」（創文社，
1970) 127-285頁他参照。

(2)前者については，労働基準法第2章第13条以下により労働契約，同第3章第24
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条以下により賃金，同4章34条以下により労働時間・休憩・休日及び年次休暇な
どが保障され，後者については，消費者契約法第2章第4条以下により消費者契
約，第3章第12条以下により差止請求権などが保障される。

(3)わが国では，「代理商」として商法第27条括弧書および会社法第16条括弧書に
定める者をいう。これらの定義によれば，代理商（又は会社の代理商）とは, (1)
補助する対象が一定の商人（又は会社）であること，(2)補助する内容が商人（又
は会社）の平常の営業（又は事業）であること，(3)取引の代理または媒介を行う
者であること，(4)独立の商人であって使用人ではないこと，これらの要件を充た
す者をいう。平出慶道・山本忠弘・田澤元章編「商法総則・商行為法・手形・小

切手法」（青林書院2007年) 85-87, 91頁他参照。
(4)すなわち，本人と代理商との間に対等な関係が成立する場合（契約条件につい
て交渉する余地がある場合）は別として，代理商が本人に従属している場合，代
理商契約の成立および効力の準拠法決定にあたって，当事者自治をそのまま認め
ず，代理商に実質法上の保護をもたらす余地を残した抵触法的構成を工夫する立
場である。代理商が本人に対し経済的に従属する状況については，北川俊光・柏
木昇「国際取引法（第2版)」（有斐閣, 2005年) 153頁以下参照。

(5)消費者契約および労働契約については‘ローマ条約第5条及び第6条の他 ス
イス国際私法第120条及び第121条，オーストリア国際私法（旧）第41条及び第
44条，大韓民国国際私法第27条及び第28条など各国の国内立法においても独立
抵触規定が定められている。わが国においては，平成18年の法例改正により，通
則法第11条および12条に同様の特則を設けるに至った。

(6)小出邦夫編「逐条解説・法の適用に関する通則法」商事法務306頁以下参照。
(7)代理商契約の終了については，現行の民法及び商法・会社法（民651条，商30
条･19条）においてその終了事由がわずかに規定されているが，代理商保護のた
めに十分なものとはいえない（落合誠一「商法I 総則・商行為（第6版)』（有
斐閣Sシリーズ,  2019年) 190頁)。

(8)現行民法では明文の規定はなく，判例法により，代理商契約の終了に伴う損害
賠償請求が認められてきたが，今回の民法改正により，以下の判例法（後掲注9
及び10参照）が明文化された。2020年4月1日施行の改正民法第651条2項は次
のように規定する。「前項の規定により委任の解除をしたものは次に掲げる場合に
は，相手方の損害を賠償しなければならない。ただし，やむを得ない事由があっ
たときは，この限りでない。 l相手方に不利な時期に委任を解除したとき，2
委任者が受注者の利益（専ら報酬を得ることによるものを除く。）をも目的とする
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委任を解除したとき｡」（商事法務編「民法（債権関係）改正法審級対象条文」（商
事法務,  2017年) 175頁参照)。

(9)販売店・代理店が保護された主な国内事例として，①有効期間5年の定めのあ
る農機具の販売代理店契約において，期間満了 3ヶ月前の当事者の一方の終了告

知によっても契約は終了しないことから，契約終了に伴う損害賠償請求が認めら

れた事例（札幌高裁昭和62年9月30日北海道フォードトラクター事件判決)，②
低価格販売をした販売代理店に対して継続的商品供給契約の当事者である化粧品

製造販売会社が，信義則上取引関係を継続し難い不信行為等ややむを得ない事由

がないのにした契約解除及び商品供給の停止は債務不履行に当たり，損害賠償責

任が認められた事例（大阪高裁平成 9年 3月 2 8日アイスロン化粧品事件判決）及

び③販売代理店契約の解約には1年の予告期間かその期間に相当する損失の補償
が必要であるとして，債務不履行または不法行為に基づく損害賠償請求の一部が
認められた事例（東京地裁平成22年7月30日三国ワイン事件判決）等がある。

(10）ただし，やむを得ない事由がある場合については損害賠償が認められず，代理
商が必ずしも保護されるわけではない。例えば，2 5年以上継続した剃刀製品など

の販売契約について , 1年間の期間の定めがあり，契約更新拒絶について，一応の

合理的な理由がるとして契約の終了が認められた事例（東京地裁平成 1 1年 2月 5

日判決)，販売代理店がメーカーの信頼関係を損なう行為をしていた等の事情に照
らし，販売代理店に継続的供給契約を解約することがやむを得ないという理由が

ある場合，同解約は販売代理店に対する不法行為及び債務不履行に当たらないと
して，損害賠償請求が棄却された事例（東京地裁平成26年1月30日判決）等が
ある。

( 1D 代理商について．①定義を明示し，また代理商を保護する傾向にあるEU諸国の

代理商保護法を参考に②契約期間中の競業禁止義務と契約終了後の競業禁止特約

および③代理商契約の終了と補償請求権に関する規定の立案が検討されていた。

洲崎博史「報告Ⅳ代理商・仲立人・問屋一取引仲介業の規制」NBL「商法の改正』

No.935 (2010.8.15) 33頁以下参照。

( 1 3 今回の改正では，運送・海商法制の現代化を図るとともに，商法の表記を平仮

名・口語体に改めるため，商法及び国際海上物品運送法の一部が改正された（ ｢商

法及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律」平成3 1年 4月1日施行 ) ｡

( 1 3 ) 近年におけるわが国の国際代理商契約締結状況については，金美和「代理商契

約の国際的専属的管轄合意について」青森中央学院大学研究紀要第 1 6号 ( 2 0 1 1

年）4-7頁参照。
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(19 本稿で検討する国際私法上の代理商とは，雇用関係がなく独立して事業を営む
代理商であって ‘ 国際的な代理商授与契約により，本人の代理で商品等の売買交

渉を行い，または，本人の代理及びその名でかかる取引の交渉および決定を行う

権限（代理権）を継続して有する者である。

(13  EC指令が国内法化されたEC加盟諸国の代理商に関する規則は，契約終了後の

代理商に補償請求権を認める｡Vもrhagen, H.L.E. $PAgency in Private intemational law;
the Hague Convention on the Law Applicable to Agency", MIjzγ""郷M/ﾙが1995, p. 231
note l40; Leloup, Jean-Marie, .(Agences Commerciales, R印. Communau[aire" D""z, f@vb
1999, PP. 2-3参照。

(10  EC加盟諸国以外の各国における代理商に関する実質保護規定の状況については

「世界の代理店法（一）～（二○．完)｣ (IJCAジャーナル」1 990年4月号24頁以
下)，浅田福一『国際取引契約の理論と実際（改訂版)」（同文館1999 ) 2 4 9 - 2 5 2

頁及び北川俊光・柏木昇『国際取引法（第2版)」（有斐閤2005年) 158-160頁
他参照。

(17)  "Council Directive 86/633/EEC of l 8 December l 986 on the coordination of the laws of

the Member States relating to selfemployed commercial agents'' (O伍cial lournal L 382,
31/12/1986 pp、1 7-21, 7W a"""" U""" O"-L加f, Case law / http://curia.europa.eu/
jurisp/cgi-binfbrm.pl?lang=en) .

(13 86年指令第17条は次のように定める。

「第 1項加盟国は，代理商が代理権付与契約終了後，第 2項に従い補償されまた

は第 3項に従い損害を賠償されるよう必要な措置を講じなければならない。第 2

項 ( a ) 代 理商は次の場合に補償を得る権利を有する。 -代理商が本人に新規顧客

(cust｡mers)を開拓したかまたは既存の顧客との取引を著しく促進させ‘しかも，
本人がかかる顧客との取引から引き続き相当な利益を得ている場合であり，かつ

- 当該補償金の支払は，あらゆる事情 ‘ 特 に，代理商が損害を被ったかかる顧客

との取引に関する手数料( c omm i s s i o n )の額について考盧したうえで，衡平にかな

う場合，加盟国は，考盧すべき事情として，第2 0条の趣旨内で取引制限条項の適

用如何も含める旨規定しなければならない｡ ( b )… . “略…… ( c )かかる補償金の供与

は ， 代 理 商 に よる 損 害 賠 償 請 求 を 妨 げ る も の で は な い 。 第 3 項 代 理 商 は ， 本 人

との契約関係における終了の結果被った損害賠償を得る権利を有する。……以下

省略．．…｡｡」

(19)  86年指令第18条は次のように定める。「第17条において言及された補償または

損害賠償は次の場合支払われない。 ( a ) 国内法に従い代理権付与契約の即時終了が
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正当化される，商事代理人の契約不履行により，本人が代理権付与契約を終了し
たとき，。…..」

、本条約は , 1 9 7 8年 3月 1 4日に締結 , 1 9 9 2年 5月 1日に発効。 ‘℃ON V E N T I O N

ON THE LAW APPL I CABLE TO AGENCM CONVENT ION SUR LA LO I APPL I CA -

BLE AUX CONTRATS D'INTERMEDIAIRES ET A LA REPRESENTXTION", Hague

Confbrence on Private lntemational Law, httP://www.hcch.net.;現時点の締約国はアルゼ
ンチン，オランダ，フランスそしてポルトガルの 4ヶ国で，わが国は批准してい

ない。

( 2 1 ) 同ハーグ条約第5条は次のように定める。「第1項本人と代理人によって指定

された国内法は，両者の代理関係を規律する。第2項前項の指定は‘明示的に
なされるか，又は当事者間の文言及び事案の状況から相当の確実性をもって明ら
かにすることができるものでなければならない｡」

田 同ハーグ条約第1 6条は次のように定める。「代理関係に重要な関係を有する国

の強行規定であって，それがその国の抵触規定によりいかなる法が準拠法とされ

る場合であっても，その国の法律によって常に適用されるべきものであるときに

は，これに効果を付与することができる｡」

e 3 なお，同ハーグ条約第1 6条は，裁判官に対し強行規定の適用義務を定めるもの

ではなく，その適用は裁判官の裁量にゆだねられている。Verhagen, supra p. 227.
“ ハ ー グ 条 約 に つ いて は ， 金 美 和 「 フ ラ ンス 国 際 私 法 に お ける 商 事 代 理 人 の 準 拠

法について（一)」（法学新報11511-12) 149-151頁。

”契約債務の準拠法に関する1 980年のローマ条約(Conventio'' on the Law Applica-
ble to Contractual Obligation l 980) ｡ 1991年4月1日発効。ローマ条約については，
前掲注24）金145-148頁参照。

”契約債務の準拠法に関する2008年6月17日欧州議会及び理事会規則( Regula-
tion (EC) No l93/2008 of the European Parliament and of the Council of l 7 June 2008
on the law applicable to contractual obligations (Rome l) )。本規則は2009年12月18
日以降に締結された契約に対して，デンマーク以外のEU加盟国において，ローマ

条約に代えて適用される。同規則の翻訳及び解説については，高橋宏司「契約債

務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則（ローマ I 規 則 ) 」 同志社法学第 6 3

巻 6 号 1 頁 杉 浦 保 友 「 契 約 債 務 に 適 用 さ れ る 法 に 関 す る 欧 州 議 会 及 び 理 事 会 規

則(Rome l) ｣ BU Online参照。
” ローマ条約第3条1項は次のように規定する。「契約は，当事者の選択した法に

規律される。その選択は，明示的になされるか，または契約文言若しくは事案の
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状況から相当の確実性をもって明らかにすることができるものでなくてはならな

い。当事者は，自らの選択により，契約全体又は契約の一部に適用されるべき法
を指定することができる｡」

鯛 ローマI規則第3条1項は次のように規定する。「契約は，当事者の選択した法
が準拠法となる。選択は，明示になされるか，又は，契約条項ないし事案の状況
から確実に導かれなければならない。当事者は，選択によって，契約の全体の準

拠法又は一部のみの準拠法を指定することができる｡」

” ロ ーマ条約第 7条は次のように規定する。「 1項：本条約に基づいてある国の法

を適用する場合において，事案と密接な関連を有する他国の法の強行規定につい

ては，それがその他国の法によりいかなる法が契約準拠法とされる場合であって

も，その他国の法律によって常に適用されるべきものであるときには，これに効

果を付与することができる。この強行規定に効力を付与するか否かの判断におい

ては，その性質 目的及びその規定の適用又は不適用から生じる結果を考慮に入

れなければならない。 2 項：本条条約の規定は，法廷地の規定であって ‘ 契約準

拠法の如何に関わらず事案を強行的に規律するものの適用を妨げるものではな

い｡」

“ ロ ーマ I 規 則第 9 条は次のように規定する。「 1 項：強行法規とは，政治的，社

会的または経済組織の公的利益を保護するために国家により遵守が極めて重要で

あるとみなされており，本規則に従って適用されるべき法の如何にかかわらず，

その適用範囲に入るすべての事案に適用される絶対的強行規定である。 2項：本

規則は法廷地における強行法規の適用を妨げるものではない｡」

GD  @Ingmar GB Ltd vh Eaton Leonard Tbchnologies lnc.'(c-381/98) , Court of Justice of the
European Communities (Fihh Chamber), 9 Nov. 2000.

63  :United Antwerp Maritime Agcncies (Unamar) NV contre Navigation Maritime Bulgare'
(C-184/12), Arr6t de la cour (troisi6me chambre) 17 octobre 2013.

63  Agro Foreign '1Tade & Agency Ltd v. Petersime NV' (C-507/1 3 ) , ludgement of the
court (First Chamber) , 16 Feb. 2017.

“ わ が 国 に お い て イ ン グ マ ー ル 判 決 に つ き 紹 介 す る も の と して ， 金 美 和 「 ヨ ー

ロッパ国際私法における商事代理人契約の準拠法について - E C 裁判所 2 0 0 0 年

1 1月 9日判決「イングマール事件」の検討一」（ ｢大学院研究年報 ｣，第 3 5号，

法学研究科篇 中央大学，2 0 0 5年 ) 2 5 1頁の他 ハインリッヒ・デルナー（山内

惟介訳）「第四章「ヨーロッパ」国際私法の史的展開と現状」「ドイツ民法・国際

私法論集」（中央大学出版部，20 0 3年）7 9頁 今野裕之・桑原康行「代理商指令
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の国際的強行法規制」（｢国際商事法務」32巻11号, 2004年) 1530頁及び新川量
子「国際私法における絶対的強行法規と「法の同化」の限界」（カール・リーゼン
フーバー，高山佳奈子編「法の同化一その基礎，方法，内容 ドイツからの見
方と日本からの見方」De Gruyter Recht,  2007年) 407頁等がある。

㈱代理商規則第17条は次のように定める。「第1項この規則は‘代理商が代理
権付与契約終了後以下の第3項ないし5項に従い補償され‘または以下の第6項
及び7項に従い損害を賠償されるよう目的を達成するものである。第2項商事
代理人契約において別に規定しない限り，代理商は補償よりもむしろ損害賠償を
得る権利が与えられなければならない。第3項第9項及び次の規則18条に従え
ば，代理商は次のような場合補償が与えられなければならない。(a)代理商が本人

に新規得意先を開拓したか，または既存の得意先との取引量を著しく増大させ，
かつ，本人がこのような得意先との取引から実質利益を得続けた場合，かつ(b)こ
の補償金の支払はあらゆる事情を考盧した合理的なものであり，かつ，とりわけ，
手数料については代理商がその得意先との商取引において損害を受けたものであ
る。第4項……略……。第5項先に触れた補償請求権の付与により，代理商
の損害賠償請求を妨げない。第6項第9項及び次の規則18条に従えば，代理商
は，自己の本人との契約関係における終了の結果，自己が被った損害の賠償を得
る権利が与えられなければならない。第7項～第9項……略……｡ ｣  (((Commer_

cial Agents (Council Directive) Regulations l 993", """"ぴi StW""" "J"""ど"", Vbl. 17,
1 998, p86-87)

“ 判 示 事 項 第 1 2 参 照 。

㈱なお，同裁判所は上の規則の強行法規性には触れていないようである
⑬ 判示事項第26参照。

鋤共同体の法秩序を維持するという,EC条約の目的を達成するために，同指令を
共同体全域において遵守しなければならないこと，従って，共同体で固有の事業

を営む代理商と契約を締結した本人が第三国で設立されていても当該規定の準拠
法条項により当該規定を回避できないこと，当事者により契約準拠法が定められ
ていても，当事者自治原則によって当該規定の適用は回避されないこと，これら
が確認された。（判示事項第25参照）

⑩ Arret no､2037 du 28 novembre 2000, Cour de cassation-Chambre commerciale, B"雌加，

1VB no.183, p. 160.

(41)  Allium事件判決につき紹介するものとして，金美和「フランス国際私法における
商事代理人契約の準拠法について一契約終了後の損害賠償請求の可否を中心と
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して-（二．完)」法学新報第116巻第1･2号173-199頁。
㈱ 1991年の法律の現行法として，商法典第1部第1篇第3章4節代理商に関する
法律134の12条は次のように規定する。「1項本人との関係が終了する場合，代
理商は被った損害の補償について補償請求権を有する。2項代理商は，契約終了

から1年以内に自己の補償を要求する旨委任者に通知しなかった場合，補償請求
権が消滅する｡3項代理商の権利承継人は，代理商の死亡により契約が終了した
とき，補償請求権につき同等の利益を受ける｡」(Ordonnance no.2000-9 12 du Sep-
tembre 2000)

㈱ 同法律の規定は, 1991年1月1日付の時点で履行されているすべての代理商契
約に適用される(1991年の法律第20条)。

"  Raynard, Jacques, :Le droit h indemnite de l'argent commercial dans le contrat intema-
tional : Ijinnuence des lois de Police communautaires -A propos de qCE 9 Novembre 2000
et Cass. Com. 28 Novmbre 2000-', Lα免加αj"eﾉ"""9z"-""ゆ"j“唖鮠"w-, n｡2 supplement
A La Semaine luridique n｡ 19 du lO Mai 2001, p. 12.

㈱ Bemardeau, Ludovic, &Agent commercialx- La loi n｡ 9 1 - 5 93 du 2 5 j uin l 99 1 relative aux
rapports entre les agents commerciaux et leurs mandants n'est pas une loi de police applica-
ble dans l'ordre intemational' ,免加α"f〃〃"9"‘, Edition entreprise, 2001, n｡ 24, p. 997.

㈱ H.LE. VErhagen, "The Tbnsion between Party Autonomy and European Union Law:
Some Observations on lngmar GB Ltd v. Eaton Leonard Tbchnologies lnc."ん”"α"0""/‘
Cb"""""“αi"Q'r,j Vbl.3 1 Partl lanuary 2002 pl"

(47）フエルハーヘンは，このような事態が頻繁に起こるかどうかについては実際の
ところ疑われるべきであり，法務官によって当事者自治の原則について（交渉力
の）濫用とみなされた点については十分に考盧さるべきであったと指摘きれる。

⑬ Unamar事件判決につき紹介するものとして，金美和「ヨーロッパ商事代理人契
約法における法廷地強行法規の適用について-ヨーロッパ司法裁判所2013年10
月17日判決「Un am a r事件」の検討一」法学新報第123巻第5 ･ 6号20 7頁。

㈱ブルガリアでは‘86年指令が商法中に国内法化されている(DV No 59 of21 July
2006)。

⑳@la loi du l 3 avril l995 relative au contrat d'agence commerciale' ("り"”"γ62睦du 2 juin
1 995, p. 1 5621, ci-apr6s la ((loi relative au contrat d'agence commerciale》》)

6D 同法律第18条3項は次のように規定する。「同第19条1項で述べる理由の1つ
を参照することなく，または第1項の第2号に規定された予告期間を遵守するこ
となく契約を終了する当事者（本人)，他方当事者（代理商）に対し，予告期間が
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知らされていた場合，またはそれ以上契約を延長しない期日が知らされていた場
合の報酬に相当する賠償金を支払う義務を負う｡」

剛 同法律第20条1項は次のように規定する。「契約終了後，代理商は，本人に新
規顧客を開拓したか又は既存の顧客との取引を著しく促進させた場合，本人がか
かる顧客との取引から引き続き相当な利益を得ている限り，補償金・営業権補償
を得る権利を有する｡」

㈱ 同法律第21条は次のように規定する。「代理商が前条に基づく補償を得る権利
を有しかつかかる補償額が代理商が実際に被った損害賠償を十分に補償していな
い限りにおいて，代理商は，請求した損害の実際の程度を証明をすることを条件
として，かかる補償金に加え，実際に被った損害の額とかかる補償金の差額の合
計に基づいて損害賠償を得ることができる｡」

“ 86年指令が各加盟国において国内法化される際に，その形式及び内容について
は，国内立法者に裁量の余地が与えられていることから，加盟諸国間で法的差異
が生じている。

㈱本件は貨物運送サービス事業の商事代理人契約に係わる事例であったが，動産
売買契約の場合と同様に86年指令の規定が適用される。同指令の規定の適用に関
わる方針について，ベルギー議会は同指令の規定を国内法化する際 動産売買契
約及び貨物運送サービス事業のいずれにも同規定を適用する。ブルガリア議会も
また，ブルガリア法がY社の海上代理人であるX社に同指令の保護を与えるもの
として貨物運送サービス事業の商事代理人契約に同指令を適用するものとしてい
る。（判示事項第30参照）

“同法律第27条は次のように定める。「ベルギーが締約国となっている国際条約
の適用によれば，事業の主たる場所がベルギーである代理商のあらゆる活動はベ
ルギー法により規律きれかつベルギー裁判所に管轄権を有する｡」

㈱ ローマI規則は，2009年12月18日以降に締結された契約に対して適用される。
従って，当該契約が2005年に締結されたことから，ローマI規則は除斥期間によ
り適用されなかった。

田 前掲注48）金220-222頁参照。

田本件判決における代理商契約の準拠法については，当事者自治の原則という双
方的抵触規定を適用しつつ強行法規の特別連結理論の構成を採用する法律構成が
とられているとの見解がある。(Nourissat, Cyril, :De l'ar[ d61ica[ de manier les lois de
police en presence d'un contrat d'agence commerciale intra-europ6en…', La Semaine Ju-
ridique - fdition gCn6rale 2013 no 49 pp. 2222-2226 (FR) .)
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㈹ 当該契約は，最初に1年を期限として締結され,1年を期限とした終了の少なく
とも3ヶ月前に書留書簡にて当事者の一方により取消しがない限り，毎年自動的
に延長されていた。

㈱the rechtbank van Koophandel te Gent (Commercial Court, Ghent, Belgium)
⑫ 第 5 2 判 示事項参照。

田第32判示事項参照。
“ 「33．主な手続きにおけるのと同様に，代理商がEU域外で事業を営む場合，当
裁判所の判例で述べられたように，同指令が追求する目的を考盧すれば，本人が
加盟国に設立しているという事実は，同指令の規定を適用する目的としてEUと十
分に密接なつながりがあるとは言えない。34．同じEU域内における代理商間の競
争条件を考慮するために,EU域外で設立しかつ固有の事業を営む代理商にEU域
内において設立しかつ事業を営む代理商と同様に保護する必要はない。35．この

ような状況において，（主な手続きにおける申立人である）トルコで（代理商契約
に基づいて）事業を営む代理商は，本人が加盟国に設立する事実とは関係なく同
指令の適用範囲内にあるが，必ずしも同指令により保護されるものではない。
36．最終的に，かかる状況における(EU域外で設立し固有の事業を営む）代理商
について，加盟諸国はもっぱらEC指令に基づく調和策を受け入れなければならな
いわけではない。したがって，同指令は，（同指令が国内法化された代理商を保護
する）国内規定（同法律）を排除している訳ではない｡」

⑮ 「39……，条約規定を含む域内市場に関するヨーロッパ法の規定に与えられた
解釈は，その契約自体に明確に規定が定められていない限り,EUが非加盟国と締
結した契約の解釈に自動的に類推適用されることはない(2013年9月24日判決
Demirkan事件(C-22/l1)判示事項第44参照)｡」

㈱ 「42言及されなければならないことは，アンカラ協定及び追加修正条項は，つ
まるところ，トルコの経済発展を促進することを意図しており，したがって‘経
済目的のみを追求することを意図しているのである。43. EU機能条約(TF EU)
第21条に従いEU市民に付与された移動の自由と比較される一般人の移動の自由
をもたらすことを目的としている経済自由の発展はアンカラ協定の目標ではない。
当該協定も追加修正条項もトルコとEU間の人の移動の自由に関する一般原則を制
定してはいない。さらに，アンカラ協定は加盟国内においてのみ確かな権利を享
受することを保証する(2013年9月24日判決Demirkan事件(C-22/l1)判示事項
第53参照)。44それとは対照的に,EU法の文脈において，設立の自由及びサー
ビス提供の自由の保護は，代理商に関するEC指令により与えられた体制によって
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域内市場を確立するという目的に」基づいているものであり，このような域内市
場の確立を妨げることを防ぐことで‘域外領域とみなされる｡45．したがって，
追求された目的に関するEU運営条約とアンカラ協定との相違は，契約の文脈にお
いて，トルコに設立した代理商に範囲が及んでいることから代理商に関するEC指
令により規定された保護制度を排除するものである｡」
最後に，アンカラ協定もEC指令同様，同指令が国内法化された同法律を排除する
ものではない旨次のように述べている。「49．最終的に‘（主な手続きにおける申
立人である）関係加盟国においてサービスを提供していないトルコで設立した代
理商は，かかる規定の人的適用範囲(the pcrsonal scope of application)内にない。
50したがって, 1995年の法律が追加修正条項第41条(1)の意味内で「新たな制
限」に相当するかどうかについて検討する必要はない。 51.このような状況に

おいて，アンカラ協定もかかる国内規則を排除するものではないと判断されなけ
ればならない｡」

67)  OGH1.3.2017.3 0b72/16yB 本件に関する文献として, Brenn, ChristoPh und Gottli-
eb, Benjamin "Schiedsklausel wird wegen VErstoEes gegen eine Eingriffbnorm nicht anerkan-
nt'' MM""z, EvBl2017/143, 10 Nov. 2017,ルr"J:〃γ〃."""Z.“〃“""f"〃γ〃・灯",ENりど-
ノZezﾉﾙ"0IZ22" GoSch, Tbbias <<Another Win fbr European Commercial Agents: Overriding
Mandatory Austrian Law Provisions to SuPersede Arbitration Agreement"10 Au9. 2017,
ル”:〃γ"”"'"汐蛇たんz"‘'tzγ""zz""", """"助'放り&"gp.rc"/等がある。

⑱ BGHO;.09.2012 - VII ZR 25/12.本件に関する文献として,  Jault-Seseke, Fabienne,
"Caractbre de loi de police de la protection de l'agem co,,erciale en Allemagne ; Cour de jus-
tice ffd6rale (Allemagne) - 5 septembre 20 1 2 "雄""どcγﾒ"9"f f加〃/"だ,”"‘"αノノガ"f 2013,
p. 890, Antomo, Jennifer, :GGerman Supreme Court strikes down choice of court agreement
prorogating courts of Virginia'' Tfansnational Notes, 1 3 Nov. 20 1 3,ルz"J:〃“・ﾙzz" ""･e""／
”","α"‘"α"013/Wkr""zα"-.Wp""zf-"""-J"""-djbz""-f･ﾙoj"-q/z"""-"gyで‘"'2""γ0 jMzz""g
”""-q/こ"鞭"zα/等がある。また，国内において本件につき紹介するものとして，横
溝大「外国裁判所を指定する専属的管轄合意と強行的適用法規」法時70巻11号
25-26頁参照。

㈱なお，石黒先生は，強行法規を「絶対的」又は「相対的」なものに二分され，
「準拠法が他国法とされるならばその適用が回避される程度の強行性を有するにと
どまるもの」が（絶対的強行法規に対して）「相対的強行法規」と紹介されている
（石黒一憲「国際私法（第2版)」（新世社，2007年) 60-61頁参照)。しかし,86
年指令が国内法化されたEU加盟諸国の代理商保護法は絶対的強行法規であり．か
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かる強行法規の相対的適用と相対的強行法規とは若干次元が異なるものと思われ
る。

の本件判決の評釈として，横溝大・ジュリ1 509号6頁，高橋宏司・ジュリ臨増
1518号310頁（平29重判解),横溝大・リマークス56号142頁がある。

(7D しかし，代理商保護について私的利益であるか公的利益であるかの区別が決し
て明らかにされているわけではない。

⑫ 前掲注7）落合185-186頁，畠田公明『商法総論・会社法総則」（中央経済社‘
2018年) 147-157頁，江頭憲治郎『商取引法（第5版)」（弘文堂,  2009年) 254-
265頁，松岡博編「レクチャー国際取引法（第2版)」（法律文化社,  2018年)  102
-107頁 澤田壽夫「マテリアルズ国際取引法（第3版)j(有斐閣, 2014年) 138-
140頁 山田錬一『国際取引法（第3版補訂2版)」（有斐閻, 2009年) 62-63頁等
参照。

”ドイツでは代理商保護法の販売業者(distribution)への適用が判例で確立されて
いる。ただし，スウェーデンで事業を営む販売店がドイツのメーカーに対して
行った契約終了に伴う損害賠償請求につき，ドイツ連邦通常裁判所は，ドイツの
代理商保護法により賠償請求ができるのは代理商(agent)であるか又はドイツで
事業を営む場合であるとして，同保護法の適用を認めなかった事例がある
(BGH23 Feb. 2016 - VI1 102/15)。すなわち，販売業者に対する代理商保護法の適
用は代理商に比べ適用範囲が限定されるといえよう。

(74)  Jan Dalhuisen, @@Dalhuisen on transnational comparative, commercial, 6nancial and trade
law'' vol.2 (6 ed.), OV6'zf･比γ喝20 16, pp. 294-295.阿部博友「第4回独占的販売代理
店契約の更新拒絶および商品の供給拒絶等をめぐる争い」NBL 980号(2012年）
129頁参照。また，販売業者(distribution)が代理商(agent)として拡張的に解釈
されているEU加盟諸国として。ドイツ，オーストリア，ベルギー，スペイン，フ

ランス，イタリア，ルクセンブルク，オランダ及びポルトガル等が挙げられてい
る(J.M. Leloup, 4Agents Commerciaux (6 ed) ', D'"", 2003, p300.) ｡

㈲Wengler, <Die AnknUpfUng des zwingenden Shuldrechts im internationalen Priva-
trech['Zeitscherift価r vergleiChende RechtSwiSSenSChalt Bd.54. S S.1 68-2 1 2．Wenglerの所
論は, Zweigert, Neumayer, Lorenzなどの諸学者により修正が加えられながらも，基
本的構想は受け継がれている（山本敬三「強行法規の特別連結」国際私法の争点
( 1980年)28頁他参照)｡

㈲ 前 掲 注 l ) 参 照 。
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